
事 務 連 絡

平成２７年１１月３０日

全国公私立大学教職課程認定担当部局

各都道府県教育委員会教員免許担当部局 御中

文部科学省初等教育局教職員課

教職課程認定基準等の改正及び教職課程認定申請の手引き

（教員の免許状授与の所要資格を得させるための大学の

課程認定申請の手引き）（平成２９年度開設用）について

平素より教職課程の運営及び質の向上については，御尽力いただきありがとうござい

ます。

このたび，教職課程認定基準等の改正が行われましたので，下記のとおり連絡します。

あわせて，「教職課程認定申請の手引き（教員の免許状授与の所要資格を得させるための

大学の課程認定申請の手引き）（平成２９年度開設用）」（以下「手引き」という。）を作

成しましたので，各大学へ２部お送りします。

なお，教職課程認定基準等の改正は納期の都合上，手引きに記載されていないため御

注意下さい。

教職課程認定基準等の改正及び手引きの改訂に伴う主な変更点は下記のとおりですの

で，関係各位におかれては，もれなく周知していただき，適切な対応をお願いします。

記

第１ 小中免許状の併有を支援するための教職課程認定基準の改正

１．趣旨

「これからの学校教育を担う教員の在り方について（平成２６年１１月６日中央

教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会報告）」において，小学校教諭免許状と

中学校教諭免許状の併有を支援するため，「大学の教職課程の内容の見直しを検討す

る中で，例えば学校種ごとに修得が求められている教職科目等の統合，小・中学校

全体を俯瞰した児童生徒の発達の段階や教育問題に係る指導の充実などについても

検討を進めていくことが重要である」とされたため，必要な改正を行う。



２．内容

教職課程認定基準「４－８ 同一学科等においてのみ授業科目を共通に開設でき

る場合の特例」において，小学校教諭及び中学校教諭の教職課程に共通に開設でき

る科目について，所要の改正を行ったこと。

本件については，納期の都合上手引きには記載されていないため，別添１及び２

を御参照されたい。

３．適用

平成２９年度からの教職課程の認定を受けようとする申請校に適用する。

第２ 届出により設置される学科等にかかる教職課程認定審査の確認事項の改正

１．趣旨

学科等の設置にあたっては，大学の自主性・自立性を尊重し，大学の教育研究水

準の維持向上を図るため，急速な社会の変化や学問の発展に的確に対応しつつ，大

学等の主体的・機動的な教育や研究をより一層可能とする観点から，平成１６年度

以降，当該大学が授与する学位の種類及び分野の変更を伴わないものについて，届

出による設置が可能となっている。

現在，中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会においては，教員養成カ

リキュラムについて，学校現場の要望に柔軟に対応できるよう，教職課程の大くく

り化や大学の独自性が発揮されやすい制度とするための検討が進められる中，こう

した状況を踏まえ，課程認定制度についても，育成しようとする教員像の在り方を

明確にした上で自主的・主体的に組織を再編し，教員養成を含む教育課程の充実に

取り組む大学を積極的に後押しするための運用を講じる必要があるため，必要な改

正を行う。

２．内容

教職課程認定審査の確認事項「１ 教育上の基本組織関係（１）」において，学科

等の名称若しくは入学定員を変更する場合又は，学科等を有する大学（短期大学，

大学院（大学院設置基準第７条の２に定める研究科を置く大学院を含む。），大学の

専攻科，短期大学の専攻科，大学及び大学院の教職特別課程並びに特別支援教育特

別課程を含む。以下「大学」という。）の名称，設置者若しくは位置を変更する場合

は，新たに課程認定を行うことを要しないこと。

ただし，「学科等の目的・性格と免許状との相当関係に関する審査基準」（平成２

３年１月２０日課程認定委員会決定）など新たな審査要件が定められていることか

ら，届出の要件として，「学位の種類及び分野の変更が伴わないもの」であって，そ

の他の諸要件をすべて満たしていることとすること。

本件については，納期の都合上手引きには記載されていないため，別添３及び４

を御参照されたい。



３．適用

平成２９年度からの教職課程の認定を受けようとする申請校に適用する。

第３ 教職課程認定申請の手引きの改訂に伴う様式の作成例及び記入要領の変更

１．趣旨

平成２７年度の教職課程認定審査において，より学生にとってわかりやすいシ

ラバスに整備する等体系的・計画的にカリキュラムを編成するとともに，必要な

組織編成を行うなど，大学全体として組織的な指導体制を確立することが重要で

あることから，様式の作成例及び記入要領の変更を行う。

２．内容

① シラバスの作成に関して，「テキスト」「参考書・参考資料等」欄には著書名・

著者名・出版社名を記載すること。

また，特にテキスト等を使用しない場合は「特になし」と記載し，「未定」や空

欄とはしないこと。

② 様式第４号教育研究業績書の作成に関して，単著・共著の別を問わず，「著書」，

「学術論文等」，「教育実践記録等」及び「その他」について，当該業績の総頁数

を「発行所，発行雑誌又は発表学会等の名称」欄に記載すること。

また，共著の場合は，「著書」，「学術論文等」，「教育実践記録等」及び「その

他」について，本人の担当執筆部分の掲載頁（pp.○○～○○）を「概要」欄に記

載すること。（共同研究により，本人の担当執筆部分が不可分な場合は「共同研究

により抽出不可能と記載。」ただし，当該業績において果たした役割や担当を記載

すること。）

３．適用

平成２９年度からの教職課程の認定を受けようとする申請校に適用する。

【本件連絡先】

文部科学省初等中等教育局教職員課

教員免許企画室免許係

電 話：０３－５２５３－４１１１（内線２４５３）

ＦＡＸ：０３－６７３４－３７４２

E-mail：kyo-men@mext.go.jp



 【別添１】 

 

小中免許状の併有を支援するための教職課程認定基準の改正について 

 

「これからの学校教育を担う教員の在り方について（平成２６年１１月６日中央教育審議

会初等中等教育分科会教員養成部会報告）」において、小学校教諭免許状と中学校教諭免許

状の併有を支援するため、「大学の教職課程の内容の見直しを検討する中で、例えば学校種

別ごとに修得が求められている教職科目等の統合、小・中学校全体を俯瞰した児童生徒の発

達の段階や教育問題に係る指導の充実などについても検討を進めていくことが重要である。」

とされた。このことに対応するため、教職課程認定基準について、所要の改正を行う。 

 

１．小学校教諭及び中学校教諭の教職課程における「教職に関する科目」の授業科目の共通

開設について（現状） 

小学校教諭及び中学校教諭の教職課程を置く学科等について、現行の教職課程認定基準

では、以下の各事項及び教育実習は授業科目の共通開設が認められていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．小学校教諭及び中学校教諭の教職課程において授業科目を共通に開設できる範囲の拡

大 

前述の教員養成部会報告を踏まえ、以下のとおり小中間の共通開設を可能とすることが

適当と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各科目に含めることが必要な事項 共通開設可能な範囲 

① 教育課程の意義及び編成の方法 

② 教育の方法及び技術 

③ 教育相談の理論及び方法 

幼小 共通開設可能 

中高 共通開設可能 

④ 特別活動の指導法 

⑤ 生徒指導の理論及び方法 

⑥ 進路指導の理論及び方法 

小  単独開設 

中高 共通開設可能 

⑦ 道徳の指導法 
小  単独開設 

中  単独開設 

各科目に含めることが必要な事項 共通開設可能な範囲 

① 教育課程の意義及び編成の方法 

② 教育の方法及び技術 

③ 教育相談の理論及び方法 

幼小中高 共通開設可能 

④ 特別活動の指導法 

⑤ 生徒指導の理論及び方法 

⑥ 進路指導の理論及び方法 

小中高  共通開設可能 

⑦ 道徳の指導法 小中   共通開設可能 



 

 

小中間の共通開設可能な範囲 

教職に関する

科目 

各科目に含めることが必要な事項 改 正 案 現   行 

教職の意義等

に関する科目 

・教職の意義及び教員の役割 

・教員の職務内容（研修、服務及び身分保障

等を含む。） 

・進路選択に資する各種の機会の提供等 

 

○ 

 

○ 

教育の基礎理

論に関する科

目 

・教育の理念並びに教育に関する歴史及び思

想 

・幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習

の過程（障害のある幼児、児童及び生徒の

心身の発達及び学習の過程を含む。） 

・教育に関する社会的、制度的又は経営的事

項 

 

 

○ 

 

 

○ 

教育課程及び

指導法に関す

る科目 

・教育課程の意義及び編成の方法 ○ × 

・各教科の指導法 × × 

・道徳の指導法 ○ × 

・特別活動の指導法 ○ × 

・教育の方法及び技術（情報機器及び教材の

活用を含む。） 

○ × 

生徒指導、教

育相談及び進

路指導等に関

する科目 

・生徒指導の理論及び方法 ○ × 

・教育相談（カウンセリングに関する基礎的

な知識を含む。）の理論及び方法 

○ × 

・進路指導の理論及び方法 ○ × 

教育実習  × × 

教職実践演習  ○ ○ 

 

３．教職課程認定基準の一部改正について 

上記２のとおり、教職課程認定基準「４－８ 同一学科等においてのみ授業科目を共通

に開設できる場合の特例」において、小学校教諭及び中学校教諭の教職課程に共通に開設

できる科目について、所要の改正を行う。 



  【別添２】 

 

教職課程認定基準（平成１３年７月１９日教員養成部会決定） 
改 正 案 現   行 

４－８ 同一学科等においてのみ授業科目を共通に開設できる場合の特例 

   大学の同一の学科等において、複数の教職課程を置く場合は、以下のとお

りとする。 

４－８ 同一学科等においてのみ授業科目を共通に開設できる場合の特例 

   大学の同一の学科等において、複数の教職課程を置く場合は、以下のとお

りとする。 

（１）（略） （１）（略） 

（２）教職に関する科目 
    ⅰ）「教職の意義等に関する科目」、「教育の基礎理論に関する科目」、「教

育課程及び指導法に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭においては「教

育課程に関する科目」）のうち「教育課程の意義及び編成の方法」「教育

の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」及び「生徒指導、

教育相談及び進路指導等に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭におい

ては「生徒指導及び教育相談に関する科目」）のうち「教育相談（カウ

ンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法」について

は、幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭及

び栄養教諭の教職課程に共通に開設することができる。 

（２）教職に関する科目 
    ⅰ）「教職の意義等に関する科目」「教育の基礎理論に関する科目」につい

ては、幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭

及び栄養教諭の教職課程に共通に開設することができる。 

（削除） 
 
 
 
 
 
 

    ⅱ）「教育課程及び指導法に関する科目」のうち「教育課程の意義及び編

成の方法」「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」、

「生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目」のうち「教育相談

（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の理論及び方法」、「教

育実習」については、幼稚園教諭及び小学校教諭の教職課程に共通に開

設することができる。 
 



 

 

  ⅱ）「教育課程及び指導法に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭において

は「教育課程に関する科目」）のうち「特別活動の指導法」（養護教諭及

び栄養教諭においては「道徳及び特別活動に関する内容」）及び「生徒

指導、教育相談及び進路指導等に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭

においては「生徒指導及び教育相談に関する科目」）のうち「生徒指導

の理論及び方法」については、小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭、

養護教諭及び栄養教諭の教職課程に共通に開設することができる。 

（新設） 

  ⅲ）「教育課程及び指導法に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭において

は「教育課程に関する科目」）のうち「道徳の指導法」（養護教諭及び栄

養教諭においては「道徳及び特別活動に関する内容」）については、小

学校教諭、中学校教諭、養護教諭及び栄養教諭の教職課程に共通に開設

することができる。 

   （新設） 

  ⅳ）「生徒指導、進路指導及び教育相談等に関する科目」のうち「進路指

導の理論及び方法」については、小学校教諭、中学校教諭及び高等学校

教諭の教職課程に共通に開設することができる。 

   （新設） 

    ⅴ）「教職実践演習」については、幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、

高等学校教諭の教職課程に共通に開設することができる。 
    ⅲ）「教職実践演習」については、幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、

高等学校教諭の教職課程に共通に開設することができる。 

（３）（略） 
 

（３）（略） 

１２ 適用時期 

   本基準は、平成２９年度からの教職課程の認定を受けようとする申請校に

適用する。 

１２ 適用時期 

   本基準は、平成２８年度からの教職課程の認定を受けようとする申請校に

適用する。 
 



別紙２

教職課程認定基準（改正案）
平成１３年７月１９日

教 員 養 成 部 会 決 定

一部改正 平成１６年６月２３日
一部改正 平成１８年７月３１日
全部改正 平成１９年５月１０日
一部改正 平成２０年６月１０日
一部改正 平成２０年１２月２４日
一部改正 平成２１年５月１８日
一部改正 平成２６年１１月７日

一部改正 平成２７年１１月２４日

１ 総則
（１）大学（短期大学、大学院（大学院設置基準第７条の２に定める研究科を置く大学院を含む。）、

大学の専攻科、短期大学の専攻科、大学・大学院の教職特別課程・特別支援教育特別課程を含む。
以下、特に定めがなければ、同じ。）は、教育職員免許法（以下「免許法」という。）別表第１備
考第５号イにより、文部科学大臣が免許状の授与の所要資格を得させるために適当と認める課程
の認定を受けるにあたっては、免許法及び教育職員免許法施行規則（以下「施行規則」という。）
によるほか、この基準の定めるところにより認定を受けるものとする。

（２）この基準は、教職課程の認定を受けるのに必要な最低の基準とする。

（３）大学は、この基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、その水準の向上を
図ることに努めなければならない。

（４）ただし、共同教育課程において課程認定を受ける場合には、それぞれの大学が編成する共同教
育課程を合わせて１つの課程とみなして、この基準を適用する。

（５）課程認定委員会は、教職課程の認定に係る審査にこの基準を適用するために必要な確認事項を
定めることができる。

２ 教育上の基本組織
（１）教職課程は、大学の学部、学科、課程、学校教育法第８５条ただし書に規定する組織、研究科、

専攻その他学則で定める組織（以下「学科等」という。）ごとに認定する。なお、学科等は、その
大学の学則において入学定員が定められたものでなければならない。

（２）教職課程は、認定を受けようとする大学の学部、学科、課程、学校教育法第８５条ただし書に
規定する組織、研究科及び専攻の目的・性格と免許状との相当関係並びに学科等の教育課程及び
教員組織等が適当であり、かつ、免許状の授与に必要な科目の開設及び履修方法が、当該学科等
の目的・性格を歪めるものではないと認められる場合に認定するものとする。
大学の学部、学科、課程、学校教育法第８５条ただし書に規定する組織、研究科及び専攻の目

的・性格と免許状との相当関係が薄い申請については慎重に対応するものとする。

（３）教職課程の認定にあたって、その教育課程及び教員組織については、免許状の種類ごとに、こ
の基準に定める。

（４）幼稚園教諭又は小学校教諭の教職課程は、教員養成を主たる目的とする学科等でなければ認定
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を受けることができない。

（５）栄養教諭の教職課程の認定を受けようとする学科等は、一種免許状の場合は栄養士法第５条の

３第４号における管理栄養士養成施設として指定を、二種免許状の場合は栄養士法第２条第１項
における栄養士の養成施設として指定を受けていなければならない。

３ 教育課程、教員組織（免許状の種類にかかわらず共通）
（１）大学（短期大学の専攻科を除く）は、 認定を受けようとする課程の免許状の種類に応じて、免

許法別表第１、別表第２及び別表第２の２の第３欄に定める科目の単位数以上の授業科目をそれ
ぞれ開設しなければならない。
この場合において、大学設置基準第４３条第１項、大学院設置基準第３１条第２項、短期大学

設置基準第３６条第１項又は専門職大学院設置基準第３２条第２項に規定する共同教育課程（以
下単に「共同教育課程」という。）を編成する大学（以下「構成大学」という。）については、当

該構成大学のうちの１の大学が開設する当該共同教育課程に係る授業科目を、当該構成大学のう
ちの他の大学が開設したものとみなすものとする。
なお、短期大学の専攻科は、認定を受けようとする課程の免許状の種類に応じて、免許法別表

第１、別表第２及び別表第２の２の第３欄に定める一種免許状に係る単位数から二種免許状に係
る単位数を差し引いた単位数以上の授業科目を開設しなければならない。
また、施行規則第２２条第３項により、他の大学の授業科目として開設される「教職に関する

科目」「特別支援教育に関する科目」を含む場合は、当該科目の単位数は、免許法別表第１、別表
第２及び別表第２の２の第３欄に定める「教職に関する科目」「特別支援教育に関する科目」の単
位数の３割を超えない範囲内で、授業科目を開設することができる。

（２）大学は、認定を受けようとする課程の免許状の種類に応じて、必要な分野ごとに、認定を受け

ようとする学科等の入学定員、学生に対する学習効果等を勘案して、必要な教員数を配置しなけ
ればならない。

（３）認定を受けようとする課程の授業科目の担当教員は、その学歴、学位、資格、教育又は研究上
の業績、実績並びに職務上の実績等を勘案して、当該科目を担当するために十分な能力を有する
と認められる者でなければならない。

（４）認定を受けようとする課程の担当教員のうち専任教員は、当該課程を有する学科等に籍を有す
る者でなければならない。なお、４－３（４）ⅰ）（※２）、４－４（４）ⅰ）（※２）、４－９（２）
ⅵ）の場合を除く。

（５）「教科に関する科目」、「教職に関する科目」、「特別支援教育に関する科目」、又は「養護に関す
る科目」それぞれの専任教員において、少なくとも１人は教授でなければならない。

（６）専任教員は、「教科に関する科目」、「教職に関する科目」、「特別支援教育に関する科目」又は「養
護に関する科目」のいずれかの科目を担当する専任教員として取り扱い、それぞれの科目におけ
る必要専任教員数は、この基準に定める。
また、短期大学の専攻科における必要専任教員数は、大学（短期大学の専攻科を除く）の学科

等について、この基準に定める必要専任教員数の半数（うち１人は教授））とする。なお、短期大
学の専攻科の専任教員は、短期大学の学科等の専任教員をもってあてることができない。

４ 教育課程、教員組織（一種免許状・二種免許状の課程認定を受ける場合）
２（３）より、大学において、免許状の種類（一種免許状・二種免許状（高等学校教諭については

一種免許状））ごとに、教職課程の認定を受けるにあたっては、教育課程及び教員組織を、以下のとお
り定める。
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４－１ 幼稚園教諭の教職課程の場合
（１）「教科に関する科目」に開設する授業科目は、国語、算数、生活、音楽、図画工作、体育及びこ

れら科目に含まれる内容を合わせた内容に係る科目その他これら科目に準ずる内容の科目（以下
「幼稚園全教科」という。）のうち、一種免許状の課程認定を受ける場合は５教科以上、二種免許
状の課程認定を受ける場合は４教科以上の科目ごとに授業科目が開設されなければならない。

（２）「教職に関する科目」に開設する授業科目は、施行規則第６条表に定める科目（「教職の意義等
に関する科目」など）ごとに開設されなければならない。なお、「教育の基礎理論に関する科目」
に教育課程の意義及び編成の方法を含む場合にあっては、「教育課程及び指導法に関する科目」に
教育課程の意義及び編成の方法を含むことを要しない。

（３）幼稚園教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、以下のとおりとする。

教科に関する科目 教職に関する科目

幼稚園全教科のうち、３教科以 ・〔「教職の意義等に関する科目」、「教育の基礎理論に関
上にわたり、これらの教科それ する科目」〕において１人以上
ぞれにおいて１人以上 ・〔「教育課程及び指導法に関する科目」、「生徒指導、教

育相談及び進路指導等に関する科目」〕において１人
以上

合計３人以上 合計３人以上

※本表は、入学定員が５０人までの場合である。

入学定員が５０人を超える場合は、５０人を超えるごとに、「教科に関する科目」及び「教職に関
する科目」の必要専任教員数をそれぞれ１人ずつ増員しなければならない。

４－２ 小学校教諭の教職課程の場合
（１）「教科に関する科目」に開設する授業科目は、国語（書写を含む。）、社会、算数、理科、生活、

音楽、図画工作、家庭及び体育（以下「小学校全教科」という。）の各教科ごとに開設されなけれ
ばならない。

（２）「教職に関する科目」に開設する授業科目は、施行規則第６条表に定める科目（「教職の意義等
に関する科目」など）ごとに開設されなければならない。なお、「教育の基礎理論に関する科目」

に教育課程の意義及び編成の方法を含む場合にあっては、「教育課程及び指導法に関する科目」に
教育課程の意義及び編成の方法を含むことを要しない。

（３）「教職に関する科目」において、「教育課程及び指導法に関する科目」の「各教科の指導法」は、
小学校全教科の指導法について開設するものとする。また、各教科の指導法に関する科目は、小
学校学習指導要領における各教科の内容に即し、包括的な内容を含むものでなければならない。

（４）小学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、以下のとおりとする。

教科に関する科目 教職に関する科目

小学校全教科のうち、５教科 ・〔「教職の意義等に関する科目」、「教育の基礎理論に関
以上にわたり、これらの教科そ する科目」〕において１人以上
れぞれにおいて１人以上 ・〔「教育課程及び指導法に関する科目（各教科の指導法

を除く。）」、「生徒指導、教育相談及び進路指導等に関
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する科目」〕において１人以上
・〔「教育課程及び指導法に関する科目（各教科の指導法
に限る。）」〕において１人以上

合計５人以上 合計３人以上

※本表は、入学定員が５０人までの場合である。
入学定員が５０人を超える場合は、５０人を超えるごとに、「教科に関する科目」及び「教職に関
する科目」の必要専任教員数をそれぞれ１人ずつ増員しなければならない。

４－３ 中学校教諭の教職課程の場合
（１）「教科に関する科目」に開設する授業科目は、免許教科に応じて、施行規則第４条表に定める科

目ごとに、それぞれ１単位以上開設されなければならない。当該授業科目は、当該科目の一般的
包括的な内容を含むものでなければならない。

なお、施行規則第４条表備考第３号により１以上又は２以上の科目について修得するものとさ
れる科目群（「 」内の科目）については、それぞれ、１以上又は２以上の科目が開設されなけれ
ばならない。

（２）「教科に関する科目」に開設する授業科目は、教職課程の科目内容の水準の維持・向上等を図る
という観点から、施行規則第４条表に定める科目の半数まで、認定を受けようとする学科等以外
の学科等（以下「他学科等」という。）又は当該学科等を有する学部以外の学部学科等（以下「他
学部他学科等」という。）において開設する授業科目をあてることができる。
ただし、共同教育課程において教職課程の認定を受ける場合にはこの限りではない。

（３）「教職に関する科目」に開設する授業科目は、施行規則第６条表に定める科目（「教職の意義等

に関する科目」など）ごとに開設されなければならない。なお、「教育の基礎理論に関する科目」
に教育課程の意義及び編成の方法を含む場合にあっては、「教育課程及び指導法に関する科目」に
教育課程の意義及び編成の方法を含むことを要しない。

（４）中学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、以下のとおりとする。
ⅰ）教科に関する科目

免許教科 必要専任教員数

国語 ３人以上
社会 ４人以上

数学 ３人以上
理科 ４人以上
音楽 ３人以上
美術 ３人以上

保健体育 ３人以上
保健 ３人以上
技術 ４人以上
家庭 ４人以上
職業 ４人以上

職業指導 ２人以上
英語 ３人以上

宗教 ３人以上
（※１）英語以外の外国語の必要専任教員数は、英語の場合と同様に、３人以上とする。
（※２）他学科等又は他学部他学科等において開設する授業科目をあてる場合､当該他学科等

又は当該他学部他学科等の専任教員を、認定を受けようとする学科等における当該科目
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を担当する専任教員とみなすことができる。
ただし、本表に定める必要専任教員数の半数（うち１人は教授）以上は、認定を受け

ようとする学科等の専任教員とすること。

ⅱ）教職に関する科目
中学校教諭の教職課程の「教職に関する科目」に配置する必要専任教員数は、大学における

これらの課程を置く学科等の入学定員の合計数に応じて、以下に定めるとおりとする。
当該課程を置く学科等の入学定員の合計数 必要専任教員数
８００人 以下 ２人以上
８０１人 ～ １、２００人 以下 ３人以上
１、２０１人 ～ ４人以上

※専任教員の配置は、以下のとおりとする。
・〔「教職の意義等に関する科目」、「教育の基礎理論に関する科目（幼児、児童及び生徒の心身

の発達及び学習の過程（障害のある幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程を含
む。））を除く。」〕において１人以上

・〔「教育の基礎理論に関する科目（幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程（障害の
ある幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程を含む。））に限る。」「教育課程及び指
導法に関する科目」〕において１人以上

４－４ 高等学校教諭の教職課程の場合
（１）「教科に関する科目」に開設する授業科目は、免許教科に応じて、施行規則第５条表に定める科

目ごとに、それぞれ１単位以上開設されなければならない。当該授業科目は、当該科目の一般的
包括的な内容を含むものでなければならない。
なお、施行規則第４条表備考第３号により１以上又は２以上の科目について修得するものとさ

れる科目群（「 」内の科目）については、それぞれ、１以上又は２以上の科目が開設されなけれ
ばならない。

（２）「教科に関する科目」に開設する授業科目は、教職課程の科目内容の水準の維持・向上等を図る
という観点から、施行規則第５条表に定める科目の半数まで、他学科等又は他学部他学科等にお
いて開設する授業科目をあてることができる。
ただし、共同教育課程において教職課程の認定を受ける場合にはこの限りではない。

（３）「教職に関する科目」に開設する授業科目は、施行規則第６条表に定める科目（「教職の意義等
に関する科目」など）ごとに開設されなければならない。なお、「教育の基礎理論に関する科目」

に教育課程の意義及び編成の方法を含む場合にあっては、「教育課程及び指導法に関する科目」に
教育課程の意義及び編成の方法を含むことを要しない。

（４）高等学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、以下のとおりとする。
ⅰ）教科に関する科目

免許教科 必要専任教員数
国語 ３人以上

地理歴史 ３人以上
公民 ３人以上
数学 ３人以上
理科 ４人以上

音楽 ３人以上
美術 ３人以上
工芸 ３人以上
書道 ３人以上
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保健体育 ３人以上
保健 ３人以上
看護 ４人以上

家庭 ４人以上
情報 ４人以上
農業 ４人以上
工業 ４人以上
商業 ４人以上
水産 ４人以上
福祉 ４人以上

職業指導 ２人以上
英語 ３人以上
宗教 ３人以上

（※１）英語以外の外国語の必要専任教員数は、英語の場合と同様に、３人以上とする。
（※２）他学科等又は他学部他学科等において開設する授業科目をあてる場合､当該他学科等

又は当該他学部他学科等の専任教員を、認定を受けようとする学科等における当該科目
を担当する専任教員とみなすことができる。
ただし、本表に定める必要専任教員数の半数（うち１人は教授）以上は、認定を受け
ようとする学科等の専任教員とすること。

ⅱ）教職に関する科目
４－３（４）ⅱ）に定めるとおりとする。

（５）認定を受けようとする課程の免許状の種類が、高等学校教諭の免許教科・工業の場合、免許法

附則第１１項にかかわらず、「教職に関する科目」は、施行規則第６条表に定める科目（「教職の
意義等に関する科目」など）ごとに開設されなければならない。なお、「教育の基礎理論に関する
科目」に教育課程の意義及び編成の方法を含む場合にあっては、「教育課程及び指導法に関する科
目」に教育課程の意義及び編成の方法を含むことを要しない。

４－５ 特別支援学校教諭の教職課程の場合
（１）「特別支援教育に関する科目」に開設する授業科目は、施行規則第７条表に定める科目（「特別

支援教育の基礎理論に関する科目」など）ごとに、かつ、１又は２以上の免許状教育領域を定め
て免許状の授与を受けることができるように開設されなければならない。

（２）施行規則第７条表に定める科目のうち、「特別支援教育領域に関する科目」については、視覚障
害者に関する教育、聴覚障害者に関する教育、知的障害者に関する教育、肢体不自由者に関する
教育又は病弱者に関する教育のうち、一に関する教育の領域を中心として教授するものでなけれ
ばならず、当該科目において教授される内容が中心となる領域及び教授される内容が含まれる領
域を明確にしておかなければならない。

（３）施行規則第７条表に定める科目のうち、「免許状に定められることとなる特別支援教育領域以外
の領域に関する科目」（当該領域には、重複障害、言語障害、情緒障害（自閉症を含む。）、学習障
害（ＬＤ）、注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）に関する内容を含む。）については、当該科目にお
いて教授される内容が含まれる領域を明確にしておかなければならない。また、教授される内容
が中心となる領域がある科目を開設する場合は、当該領域を明確にしておかなければならない。
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（４）特別支援学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、以下のとおりとする。

免許状に定められることとなる 視覚障害者 聴覚障害者 知的障害者 肢体不自由 病 弱者 に

特別支援教育領域 に関する教 に関する教 に関する教 者に関する 関 する 教
特別支援教育に関する科目 育 育 育 教育 育

特別支援教育の基礎理論に １人以上
関する科目

特別支援教育 心身に障害
領域に関する ある幼児、
科目 児童又は生

徒の心理、 １人以上 １人以上 １人以上

生理及び病
理に関する
科目

心身に障害
の あ る 幼
児、児童又
は生徒の教 １人以上 １人以上 １人以上
育課程及び
指導法に関
する科目

４－６ 養護教諭の教職課程の場合
（１）「養護に関する科目」に開設する授業科目は、施行規則第９条表に定める科目ごとに開設されな

ければならない。
なお、施行規則第４条表備考第３号により１以上又は２以上の科目について修得するものとさ
れる科目群（「 」内の科目）については、それぞれ、１以上又は２以上の科目が開設されなけれ
ばならない。

（２）「教職に関する科目」に開設する授業科目は、施行規則第１０条表に定める科目（「教職の意義

等に関する科目」など）ごとに開設されなければならない。

（３）養護教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、以下のとおりとする。
ⅰ）養護に関する科目

養護に関する科目の必要専任教員数は３人以上とする。なお、このうち、科目「看護学（臨
床実習及び救急処置を含む。）」には、専任教員を１人以上置かなければならない。

ⅱ）教職に関する科目
４－３（４）ⅱ）に定めるとおりとする。

４－７ 栄養教諭の教職課程の場合

（１）「栄養に係る教育に関する科目」に開設する授業科目は、施行規則第１０条の３に定める事項（栄
養教諭の役割及び職務内容に関する事項など）が含まれなければならない。

（２）栄養教諭の「教職に関する科目」に配置する必要専任教員数は、４－３（４）ⅱ）に定めると
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おりとする。

４－８ 同一学科等においてのみ授業科目を共通に開設できる場合の特例

大学の同一の学科等において、複数の教職課程を置く場合は、以下のとおりとする。

（１）教科に関する科目、養護に関する科目
ⅰ）「教科に関する科目」は、小学校全教科・幼稚園全教科のうち、同一の教科に関する授業科目
については、幼稚園教諭及び小学校教諭の教職課程に共通に開設することができる。また、「教
科に関する科目」は、中学校全教科・高等学校全教科のうち、同一の免許教科に関する授業科
目については、中学校教諭及び高等学校教諭の教職課程に共通に開設することができる。

ⅱ）「教科に関する科目」及び「養護に関する科目」は、以下に掲げる免許状の種類・免許教科の
組み合わせの場合には、中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭の教職課程に共通に開設するこ

とができる。
① 中学校（国語）・高等学校（国語）と高等学校（書道）
② 中学校（社会）と高等学校（地理歴史）
③ 中学校（社会）と高等学校（公民）
④ 中学校（社会）・高等学校（公民）と中学校（宗教）・高等学校（宗教）
⑤ 中学校（美術）・高等学校（美術）と高等学校（工芸）
⑥ 中学校（保健体育）・高等学校（保健体育）と高等学校（看護）
⑦ 中学校（保健体育）・高等学校（保健体育）と養護教諭
⑧ 中学校（保健）・高等学校（保健）と高等学校（看護）
⑨ 中学校（保健）・高等学校（保健）と養護教諭
⑩ 中学校（保健体育）・高等学校（保健体育）と中学校（保健）・高等学校（保健）

⑪ 中学校（技術）と高等学校（工業）
⑫ 高等学校（看護）と養護教諭

（２）教職に関する科目
ⅰ）「教職の意義等に関する科目」、「教育の基礎理論に関する科目」、「教育課程及び指導法に関す
る科目」（養護教諭及び栄養教諭においては「教育課程に関する科目」）のうち「教育課程の意
義及び編成の方法」「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」及び「生徒指
導、教育相談及び進路指導等に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭においては「生徒指導及
び教育相談に関する科目」）のうち「教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）
の理論及び方法」については、幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭、養護教

諭及び栄養教諭の教職課程に共通に開設することができる。

ⅱ）「教育課程及び指導法に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭においては「教育課程に関する
科目」）のうち「特別活動の指導法」（養護教諭及び栄養教諭においては「道徳及び特別活動に
関する内容」）及び「生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目」（養護教諭及び栄養教
諭においては「生徒指導及び教育相談に関する科目」）のうち「生徒指導の理論及び方法」に
ついては、小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭及び栄養教諭の教職課程に共通
に開設することができる。

ⅲ）「教育課程及び指導法に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭においては「教育課程に関する
科目」）のうち「道徳の指導法」（養護教諭及び栄養教諭においては「道徳及び特別活動に関す

る内容」）については、小学校教諭、中学校教諭、養護教諭及び栄養教諭の教職課程に共通に
開設することができる。

ⅳ）「生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目」のうち「進路指導の理論及び方法」につ
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いては、小学校教諭、中学校教諭及び高等学校教諭の教職課程に共通に開設することができる。

ⅴ）「教職実践演習」については、幼稚園教諭、小学校教諭、中学校教諭、高等学校教諭の教職課

程に共通に開設することができる。

（３）「教科に関する科目」、「養護に関する科目」及び「教職に関する科目」のうち、複数の課程に共
通に開設する授業科目を担当する専任教員は、それぞれの課程において、専任教員とすることが
できる。
なお、短期大学の同一学科等において、幼稚園教諭及び小学校教諭の教職課程を置く場合、「教

科に関する科目」「教職に関する科目」の必要専任教員数は、以下のとおりとする。

区 分 教科に関する科目 教職に関する科目

幼稚園教 ４－１（３）の場合と ・〔「教職の意義等に関する科目」、「教育の基礎理論
諭の教職 同じ に関する科目」〕において１人以上
課程を置 ・〔「教育課程及び指導法に関する科目」、「生徒指導、
く場合 教育相談及び進路指導等に関する科目」〕におい

て１人以上
合計２人以上

小学校教 小学校全教科のうち、 ４－２（４）の場合と同じ
諭の教職 ４教科以上それぞれに
課程を置 おいて１人以上、合計
く場合 ４人以上

※本表は、入学定員が５０人までの場合である。
入学定員が５０人を超える場合は、５０人を超えるごとに、教科に関する科目及び教職に関する

科目の必要専任教員数をそれぞれ１人ずつ増員しなければならない。

４－９ 同一学科等又は複数の学科等において教職に関する科目を共通に開設できる場合の特例
大学の同一の学科等又は大学の１つ以上の学科等において、複数の教職課程を置く場合は、以下

のとおりとする。

（１）教科に関する科目

「教科に関する科目」は、４－３（２）及び４－４（２）の場合には、複数の教職課程に共通に
開設することができる。

（２）教職に関する科目
複数の団地に分かれており、これらの団地間の距離が５０ kmを超える場合は、団地ごとに、「教

職に関する科目」が開設されなければならない。

ⅰ）「教職の意義等に関する科目」「教育の基礎理論に関する科目」については、中学校教諭、高
等学校教諭、養護教諭及び栄養教諭の教職課程に共通に開設することができる。

ⅱ）「教育課程及び指導法に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭においては「教育課程に関する

科目」）については、以下のとおりとする。
①「教育課程の意義及び編成の方法」「特別活動の指導法」（養護教諭及び栄養教諭においては
「道徳及び特別活動に関する内容」）「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む。）」
については、中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭及び栄養教諭の教職課程に共通に開設す
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ることができる。
②「各教科の指導法」については、同一の免許教科に関する授業科目については、中学校教諭
及び高等学校教諭の教職課程に共通に開設することができる。

また、以下に掲げる免許状の種類・免許教科の組み合わせの場合も同様とする。
1.中学校（国語）の教科の指導法の一部（書道）と高等学校（書道）の教科の指導法
2.中学校（社会）の教科の指導法の一部（地理歴史）と高等学校（地理歴史）の教科の指導
法

3.中学校（社会）の教科の指導法の一部（公民）と高等学校（公民）の教科の指導法
4.中学校（美術）の教科の指導法の一部（工芸）と高等学校（工芸）の教科の指導法
5.中学校（保健体育）の教科の指導法の一部（保健）と中学校（保健）の教科の指導法
6.高等学校（保健体育）の教科の指導法の一部（保健）と高等学校（保健）の教科の指導法

③「道徳の指導法」（養護教諭及び栄養教諭においては「道徳及び特別活動に関する内容」）に
ついては、中学校教諭、養護教諭及び栄養教諭の教職課程に共通に開設することができる。

ⅲ）「生徒指導、教育相談及び進路指導等に関する科目」（養護教諭及び栄養教諭においては「生
徒指導及び教育相談に関する科目」）については、以下のとおりとする。
①「生徒指導の理論及び方法」「教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む。）の
理論及び方法」については、中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭及び栄養教諭の教職課程
に共通に開設することができる。

②「進路指導の理論及び方法」については、中学校教諭及び高等学校教諭の教職課程に共通に
開設することができる。

ⅳ）「教職実践演習」については、中学校教諭、高等学校教諭の教職課程に共通に開設することが
できる。

ⅴ）「教育実習」については、中学校教諭及び高等学校教諭の教職課程に共通に開設することがで
きる。

ⅵ）「教職に関する科目」のうち、複数の課程に共通に開設する授業科目を担当する専任教員は、
それぞれの課程において、専任教員とすることができる。

５ 教育課程、教員組織（専修免許状の課程認定を受ける場合）
２（３）より、大学院、大学の専攻科、大学院の教職特別課程（以下、「大学院等」という。）に

おいて、専修免許状の教職課程の認定を受けるにあたっては、教育課程及び教員組織を、以下のと

おり定める。

５－１ 幼稚園教諭の教職課程の場合
幼稚園教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、「教科に関する科目」のみの授業科目を開設

する場合、又は、「教科に関する科目」及び「教職に関する科目」の授業科目を開設する場合は、当
該課程全体で３人以上の専任教員を置かなければならない。
また、当該課程において、「教職に関する科目」のみの授業科目を開設する場合は、当該課程を有

する研究科専攻等の入学定員５０人までの場合は３人以上、入学定員が５０人を超える場合は、入
学定員５０人を超えるごとに、１人ずつ増員しなければならない。

５－２ 小学校教諭の教職課程の場合

小学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、「教科に関する科目」のみの授業科目を開設
する場合、又は、「教科に関する科目」及び「教職に関する科目」の授業科目を開設する場合は、当
該課程全体で４人以上の専任教員を置かなければならない。
また、当該課程において、「教職に関する科目」のみの授業科目を開設する場合は、当該課程を有
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する研究科専攻等の入学定員５０人までの場合は３人以上、入学定員が５０人を超える場合は、入
学定員５０人を超えるごとに、１人ずつ増員しなければならない。

５－３ 中学校教諭の教職課程の場合
中学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、「教科に関する科目」のみの授業科目を開設

する場合、又は、「教科に関する科目」及び「教職に関する科目」の授業科目を開設する場合は、認
定を受けようとする課程の免許教科に応じて、４－３（４）ⅰ）に定める専任教員を当該課程に置
かなければならない。
また、当該課程において、「教職に関する科目」のみの授業科目を開設する場合は、大学院等にお

ける中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭又は栄養教諭の各課程を置く研究科専攻等の入学定員の
合計数に応じて、４－３（４）ⅱ）に定めるとおりとする。なお、専任教員の配置にあたっては、
４－３（４）ⅱ）※は適用しない。

５－４ 高等学校教諭の教職課程の場合
高等学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、「教科に関する科目」のみの授業科目を開

設する場合、又は、「教科に関する科目」及び「教職に関する科目」の授業科目を開設する場合は、
認定を受けようとする課程の免許教科に応じて、４－４（４）ⅰ）に定める専任教員を当該課程に
置かなければならない。
また、当該課程において、「教職に関する科目」のみの授業科目を開設する場合は、大学院等にお

ける中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭又は栄養教諭の各課程を置く研究科専攻等の入学定員の
合計数に応じて、４－３（４）ⅱ）に定めるとおりとする。なお、専任教員の配置にあたっては、
４－３（４）ⅱ）※は適用しない。

５－５ 特別支援学校教諭の教職課程の場合

特別支援学校教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、免許状に定められることととなる特
別支援教育領域ごとに３人以上（ただし、知的障害者に関する教育の領域・肢体不自由者に関する
教育の領域・病弱者に関する教育の領域の場合は、これらの領域全体として３人以上）の専任教員
を置かなければならない。
大学の同一の学科等において、複数の教育領域の教員養成を行う場合には、共通する科目を担当

し得る専任教員を、それぞれの専任教員として取り扱うことができる。

５－６ 養護教諭の教職課程の場合
養護教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、「養護に関する科目」のみの授業科目を開設す

る場合、又は、「養護に関する科目」及び「教職に関する科目」の授業科目を開設する場合は、３人

以上の専任教員を当該課程に置かなければならない。
また、当該課程において、「教職に関する科目」のみの授業科目を開設する場合は、大学院等にお

ける中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭又は栄養教諭の各課程を置く研究科専攻等の入学定員の
合計数に応じて、４－３（４）ⅱ）に定めるとおりとする。なお、専任教員の配置にあたっては、
４－３（４）ⅱ）※は適用しない。

５－７ 栄養教諭の教職課程の場合
施行規則第１０条の５に定める「大学が加えるこれに準ずる科目（管理栄養士学校指

文部省
定規則（昭和４１年 令第２号）別表第１に掲げる教育内容に係るものに限る。）」

厚生省
に開設する授業科目は、「栄養に係る教育に関する科目」と相当の関係にあるものとする。
栄養教諭の教職課程に配置する必要専任教員数は、当該課程全体で、３人以上の専任教員を置か

なければならない。

また、当該課程において、「教職に関する科目」のみの授業科目を開設する場合は、大学院等にお
ける中学校教諭・高等学校教諭・養護教諭又は栄養教諭の各課程を置く研究科専攻等の入学定員の
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合計数に応じて、４－３（４）ⅱ）に定めるとおりとする。なお、専任教員の配置にあたっては、
４－３（４）ⅱ）※は適用しない。

５－８ 教育課程、教員組織（専修免許状の課程認定を受ける場合）の特例
（１）大学院等の１つ以上の研究専攻等において、中学校教諭、高等学校教諭、養護教諭又は栄養教

諭の教職課程を置く場合に、「教科に関する科目」については４－９（１）を、「教職に関する科
目」については４－９（２）を準用する。

（２）大学院等の同一の研究専攻等において、複数の教職課程を置く場合は、以下のとおりとする。
①教科に関する科目、養護に関する科目
（イ）「教科に関する科目」は、４－８（１）ⅰ）を準用する。
（ロ）「教科に関する科目」及び「養護に関する科目」は、４－８（１）ⅱ）を準用する。

②「教職に関する科目」については、４－８（２）を準用する。

（３）「教科に関する科目」及び「教職に関する科目」のうち、複数の課程に共通に開設する授業科目
を担当する専任教員は、それぞれの課程において、専任教員とすることができる。

（４）大学（短期大学、大学院、大学の専攻科、短期大学の専攻科、大学・大学院の教職特別課程・
特別支援教育特別課程を除く。）の学科等が有する教職課程と、大学院等の研究科専攻等が有する
教職課程の免許状の種類の学校種（この場合のみ、養護教諭及び栄養教諭を含む）が同一である
場合、それぞれの教職課程（教職大学院にあっては教員養成を主たる目的とする学科等）の専任
教員として取り扱うことができる。

（５）大学のみの学科等の編成とは異なる教育研究分野を有する場合、又は、大学院等の研究科専攻

等の教育研究分野が大学のみの学科等のそれよりも広い場合は、認定を受けようとする課程を有
する研究科専攻等の専任教員でなければならない。

（６）認定を受けようとする課程を有する研究科専攻等が、独立大学院の研究科専攻等である場合、
又は、大学のみの学科等が有する教職課程と異なる免許状の種類の教職課程を有する研究科専攻
等の専任教員については、当該研究科専攻等の専任教員でなければならない。

６ 教職特別課程及び特別支援教育特別課程の特例
（１）教職特別課程とこれに相当する学科等の課程に係る「教職に関する科目」の必要専任教員数に

ついては、当該両課程をあわせて１つの課程とみなし、教職特別課程の入学定員を、当該学科等

の課程の入学定員に合算して、「４ 教育課程、教員組織（一種免許状・二種免許状の課程認定を
受ける場合）」の基準に適用する。
ただし、教職特別課程の入学定員が５０人を超えない場合は、この限りではない。

（２）特別支援教育特別課程とこれに相当する学科等の課程に係る「特別支援教育に関する科目」の
必要専任教員数については、当該両課程をあわせて１つの課程とみなし、特別支援教育特別課程
の入学定員を、当該学科等の課程の入学定員に合算して、「４ 教育課程、教員組織（一種免許状
・二種免許状の課程認定を受ける場合）」の基準に適用する。
ただし、特別支援教育特別課程の入学定員が５０人を超えない場合は、この限りではない。

７ 昼間の課程（一部）と夜間の課程（二部）の併設の場合の特例

一部及び二部において、同一の免許状の種類の課程の認定を受ける場合は、「教科に関する科目」
「教職に関する科目」「特別支援教育に関する科目」「養護に関する科目」「栄養に係る教育に関する
科目」の専任教員数については、当該両部をあわせて１つの課程とみなし、両部に置く必要専任教
員数の合計数が、両部の入学定員の合計数に応じた数となるように置かなければならない。



別紙２

８ 通信教育の課程への特例

（１）通信教育の課程において、教育課程及び教員組織については、通学教育の課程に準ずる。

（２）大学の学科等が有する教職課程（通学教育の課程）と通信教育の課程が同一である場合、通信
教育の課程の専任教員については、通学教育の課程の専任教員をもってあてることができる。

９ その他の特例
（１）複数の団地に分かれており、これらの団地間の距離が５０ km を超える場合で、かつ、「教職に

関する科目」について、大学設置基準第２５条第２項又は短期大学設置基準第１１条第２項によ
り、多様なメディアを高度に利用して、授業を行う場合については、一の団地における「教職に
関する科目」の専任教員数が、この基準に定める必要専任教員数を満たしている場合に限り、他

の団地における必要専任教員数を、一の団地における必要専任教員数の半数以上とすることがで
きる。

（２）同一学科等において、初等教育教員（幼稚園教諭・小学校教諭）養成、中等教育教員（中学校
教諭・高等学校教諭）養成の両方の教職課程の認定を受けようとする場合、４－８（２）ⅰ）ⅲ）
の場合を除き、各課程において、この基準の定める必要専任教員数を満たさなければならない。
ただし、初等教育教員（幼稚園教諭・小学校教諭）養成の教職課程の「教職に関する科目」の

担当教員が、中等教育教員（中学校教諭・高等学校教諭）養成の教職課程の「教職に関する科目」
を担当することができると認められる場合は、初等教育教員養成の教職課程の必要専任教員数か
ら１人を差し引いた数までは、中等教育教員養成の「教職に関する科目」の専任教員とすること
ができる。

１０ 施設・設備等
認定を受けようとする課程の免許状の種類に応じて、「教科に関する科目」、「教職に関する科目」

「特別支援教育に関する科目」「養護に関する科目」、「栄養に係る教育に関する科目」についての教
育研究に必要な諸施設、設備及び図書等について、それぞれ十分に備えられていなければならない。

１１ 教育実習、養護実習及び栄養教育実習
（１）教育実習及び養護実習については、以下の表に定めるところにより、入学定員に応じて、適当

な規模・教員組織等を有する実習校が確保されていなければならない。

区分 必要学級数等
初等教育教員養成の場合 入学定員５人に１学級の割合
中等教育教員養成の場合 入学定員１０人に１学級の割合
特別支援学校教員養成の場合 入学定員５人に１学級の割合
養護教諭養成の場合 入学定員５人に１校の割合

（２）実習校については、当該学校の承諾を得ていなければならない（都道府県市によって特別の事
情がある場合には、当該教育委員会の実習受入れ証明をもって代えることができる）。
なお、栄養教育実習については、都道府県市の教育委員会の実習受入れ証明を得ることを原則
とする。

（３）通信教育の課程における教育実習、養護実習及び栄養教育実習（以下「教育実習等」という。）
は、その大学において、通学昼間スクーリングとして行なわなければならない。
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（４）教育実習等の実施計画が周到であり、十分な教職指導体制が整備されていなければならない。

１２ 適用時期

本基準は、平成２９年度からの教職課程の認定を受けようとする申請校に適用する。
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学科の組織の変更に伴う教職課程認定の要否について

変更あり

学科の名称
入学定員の変更

大学の名称・設置者・
位置の変更

学科の統合、分離等の
組織の変更

現行
×

（変更届は必要）
×

（変更届は必要）
○ ○

改正案
×

（変更届は必要）
×

（変更届は必要）

△
（新旧学科の教職課程の
教育課程、履修方法及び
教員組織が概ね同一であり、
現行の教職課程認定基準等を
原則として満たしている場合は、
変更届の提出で可能とする）

○

変更届 変更届 設置届 設置認可

※　現行の教職課程認定基準等を原則として満たしている場合は、以下のような場合を想定している。
　１．科目構成及び内容が最新の法令及び教職課程認定基準等を満たすもの（免許状との相当関係を担保するため、免許状に関連する科目も原則として求める）。
　２．教員組織が教職課程認定基準等の必要専任教員数を満たすもの。

変更なし

教職課程認定の要否

（参考）
大学等の設置上の取扱い

変更内容

学科の学位・教育研究分野
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届出により設置される学科等における課程認定審査の関係規定の改正について 

 

教職課程認定審査の確認事項 

改正 現行 

１ 教育上の基本組織関係 

(1) いわゆる学部、学科、専攻等（以下

「学科等」という。）の統合、分離等

その組織を変更する場合において、学

科等の設置若しくは廃止又は学科等

の分離（以下「設置等」という。）と

解されるときは、その教育課程、履修

方法、教員組織等について、文部科学

大臣が免許状の授与の所要資格を得

させるために適当と認める課程であ

ることを確認するため、新たに課程認

定を行うものとする。 

      ただし、以下の場合は、新たに課程

認定を行うことを要しない。 

① 学科等の名称若しくは入学定員を

変更する場合 

② 学科等を有する大学（短期大学、大

学院（大学院設置基準第７条の２に

定める研究科を置く大学院を含

む。）、大学の専攻科、短期大学の専

攻科、大学及び大学院の教職特別課

程並びに特別支援教育特別課程を

含む。以下「大学」という。）の名

称、設置者若しくは位置を変更する

場合 

③ 学校教育法第４条第２項に規定す

る学科等の設置等を行う場合であ

って、当該学科等に置かれる教職課

程の教育課程、履修方法及び教員組

織等が従前の学科等の教職課程と

概ね同一であるとともに、教職課程

認定基準等を満たしている場合 

１ 教育上の基本組織関係 

 (1) いわゆる学部、学科、専攻等（以下

「学科等」という。）の統合、分離等

その組織を変更する場合において、学

科等の設置若しくは廃止又は学科等

の分離と解されるときは、その教育課

程、履修方法、教員組織等について、

文部科学大臣が免許状の授与の所要

資格を得させるために適当と認める

課程であることを確認するため、新た

に課程認定を行うものとする。 

     なお、学科等の名称若しくは入学定

員を変更する場合又は、学科等を有す

る大学（短期大学、大学院（大学院設

置基準第７条の２に定める研究科を

置く大学院を含む。）、大学の専攻科、

短期大学の専攻科、大学及び大学院の

教職特別課程並びに特別支援教育特

別課程を含む。以下「大学」という。）

の名称、設置者若しくは位置を変更す

る場合は、新たに課程認定を行うこと

を要しない。 

 (2) 略 

２，３ 略 

 (2) 略 

２，３ 略 
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